
１．報告産別構成単組数、非正規処遇改善取り組み単組数

報告構成組織数 23 産別

報告産別の構成単組数 9,632 組合

3,397 組合

3,028 組合

２．処遇改善要求、組織化取り組み状況

回答引出し 交渉中
回答
引出

交渉中

177 組合 114組合 63組合 188 68 120

12重点 正社員への転換ルールの明確化・導入 275 組合 169 組合 109組合 60組合 177 64 113

６０歳以降の雇用制度の導入 282 組合 17 組合 9組合 8組合 6 4 2

1,110 組合 902組合 208組合 1935 1017 918

12重点 昇給ルールの明確化・導入 202 組合 75 組合 61組合 14組合 46 25 21

時間給の引き上げ 480 組合 380組合 100組合 1133 518 615

42 組合 681 組合 466組合 215組合 1141 511 630

12重点 196 組合 64 組合 38組合 26組合 125 49 76

12重点 343 組合 43 組合 18組合 25組合 370 17 353

中期的
重点

制度導入 174 組合 99 組合 62組合 37組合 155 70 85

12重点 支給 198 組合 168組合 30組合 608 226 382

109 組合 60組合 49組合 481 60 421

年次有給休暇の改善 97 組合 66 組合 29組合 37組合 46 22 24

12重点 288 組合 66 組合 41組合 25組合 433 44 389

264 組合 7 組合 5組合 2組合 3 2 1

121 116 組合 18組合 98組合 93 22 71

福利厚生施設利用に関する制度の整備 156 組合 100 組合 13組合 87組合 12 9 3

労災付加給付(正社員と支給基準を同等） 139 組合 18 組合 5組合 13組合 2 0 2

29 組合 19組合 10組合 180 9 171

136 組合 29 組合 19組合 10組合 178 9 169

23 組合 18組合 5組合 12 11 1

中期的
重点

退職金制度導入 70 組合 23 組合 17組合 6組合 12 10 2

企業年金への加入制度の導入 29 組合 6 組合 5組合 1組合 0 0 0

⑦そ
の他

組合 704 組合 493組合 211組合 1250 503 747

実施済
み・予定

534組合

739組合

67組合

7組合

3,399組合

２０１２春季生活闘争　非正規共闘、パート・有期契約共闘処遇改善　第7回(最終）回答集計

2012/7/4 2011/7/4

導入済み

第7回　回答集計(2012/7/4公表） 2011/7/4公表

要　求

24産別

9,762組合

　うち、非正規労働者の処遇改善に取り組んでいる単組数（Ａ） 3,787組合

　うち、パート等直接雇用の有期契約者に対する処遇改善に取
り組んでいる単組数（Ｂ）

交渉状況
要求

交渉状況

①人事制度と就業管理に関する取り組み

■直接雇用

ｶﾞｲﾄﾞﾗ
ｲﾝ

パート共
闘設定

取り組み項目

②賃金・一時金に関する取り組み

パート労働者等を含む最賃協定

時間外割増率(正社員と同様の割増率）

通勤手当・駐車料金（正社員と支給基準を同等）

一時金

③休日・休暇に関する取り組み

慶弔休暇（正社員と同様の付与基準）

公職休暇（裁判員制度導入に伴う制度を正社員と同様の付与基準）

④福利厚生に関する取り組み

取り組み事項

(1)実態把握 派遣労働者の受け入れについて把握している。

⑤教育･能力開発

職務遂行上必要な教育訓練（正社員と同様の機会）

⑥退職金・企業年金に関する取り組み

①～⑥の項目以外でパート労働者等の処遇改善に向けた取り
組み
★具体的な内容を別紙「要求・解決の具体的内容」へ記入

注）処遇改善に取り組んでいる組合の内、具体的項目の内容を把握中の組合が900程度あるため昨年との単純比較はできない。

(2)コンプライアンス遵守

コンプライアンス遵守を会社側に要請した。
(例：受け入れの事前協議、派遣先労働者への説
明、社会･労働保険の加入、期間制限と申し込み
等）

(3)処遇改善 派遣労働者の処遇改善に向けた取り組みを行った。

(4)具体例
(1)～(3)の項目、あるいはそれ以外で派遣の処遇改
善に向けた取り組み
★具体的な内容を別紙「解決の具体的内容」へ記入

■間接雇用（派遣労働者）














